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消表対第１７６５号 

令和２年１２月８日 

株式会社アイビューティ 

代表取締役 藤井 律子 殿 

消費者庁長官 伊藤 明子 

（公印省略） 

不当景品類及び不当表示防止法第７条第１項の規定に基づく措置命令 

貴社は、貴社が供給する「Ｊｉａｅｎ Ｐｏｗｅｒ 次亜塩パワー」と称する商品（以下

「本件商品」という。）の取引について、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律

第１３４号。以下「景品表示法」という。）第５条の規定により禁止されている同条第１号

に該当する不当な表示を行っていたので、同法第７条第１項の規定に基づき、次のとおり命

令する。 

１ 命令の内容 

⑴ 貴社は、貴社が一般消費者に販売する本件商品に係る表示に関して、次に掲げる事項

を速やかに一般消費者に周知徹底しなければならない。この周知徹底の方法について

は、あらかじめ、消費者庁長官の承認を受けなければならない。 

ア 貴社は、本件商品を一般消費者に販売するに当たり

(ｱ) 令和２年７月８日及び同年９月１日に、本件商品の容器に貼付したラベルにお

いて、「Ｐｈ５．０～６．５ ５０ｐｐｍ」及び「［濃度］ｐＨ５．０～６．５ 

有効塩素濃度５０ｐｐｍ」と表示することにより 

(ｲ) 令和２年７月１日に、「Ｙａｈｏｏ！ショッピング」と称するウェブサイトに株

式会社アンジェラ（以下「アンジェラ」という。）が開設した「Ａｎｇｅｌａ．」

と称するウェブサイトにおいて、「Ｐｈ５．０－６．５ ５０ｐｐｍ」及び「この

製品の濃度は５０ｐｐｍ（Ｐｈ５．０－６．５）です。」と表示することにより 

(ｳ) 令和２年８月２０日に、「楽天市場」と称するウェブサイトにアンジェラが開設

した「Ａｎｇｅｌａ．」と称するウェブサイトにおいて、「Ｐｈ５．０－６．５ 

５０ｐｐｍ」及び「この製品の濃度は５０ｐｐｍ（Ｐｈ５．０－６．５）です。」

と表示することにより 

あたかも、本件商品における有効塩素濃度は、５０ｐｐｍであるかのように示す表

示をしていたこと。 

イ 実際には、本件商品における有効塩素濃度は、５０ｐｐｍを大幅に下回るもので

※別添写しについては、添付を省略しています。 
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あったこと。 

ウ 前記アの表示は、前記イのとおりであって、本件商品の内容について、一般消費者

に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すものであり、景品表示法に違反す

るものであること。 

⑵ 貴社は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

と同様の表示が行われることを防止するために必要な措置を講じ、これを貴社の従業

員に周知徹底しなければならない。 

⑶ 貴社は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

と同様の表示を行うことにより、当該商品の内容について、一般消費者に対し、実際の

ものよりも著しく優良であると示す表示をしてはならない。 

⑷ 貴社は、前記⑴に基づいて行った周知徹底及び前記⑵に基づいてとった措置につい

て、速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 

２ 事実 

⑴ 株式会社アイビューティ（以下「アイビューティ」という。）は、岡山市東区西大寺

松崎２３１番地１に本店を置き、生活用品・衛生用品の製造販売業、インターネット通

販業等を営む事業者である。 

⑵ アイビューティは、本件商品を小売業者を通じて一般消費者に販売している。

⑶ アイビューティは、本件商品の容器に貼付したラベル、「Ｙａｈｏｏ！ショッピング」

と称するウェブサイトにアンジェラが開設した「Ａｎｇｅｌａ．」と称するウェブサイ

ト及び「楽天市場」と称するウェブサイトにアンジェラが開設した「Ａｎｇｅｌａ．」

と称するウェブサイトの表示内容を自ら決定している。 

⑷ア アイビューティは、本件商品を一般消費者に販売するに当たり

(ｱ) 令和２年７月８日及び同年９月１日に、本件商品の容器に貼付したラベル（別添

写し１）において、「Ｐｈ５．０～６．５ ５０ｐｐｍ」及び「［濃度］ｐＨ５．

０～６．５ 有効塩素濃度５０ｐｐｍ」と表示することにより

(ｲ) 令和２年７月１日に、「Ｙａｈｏｏ！ショッピング」と称するウェブサイトにア

ンジェラが開設した「Ａｎｇｅｌａ．」と称するウェブサイト（別添写し２）にお

いて、「Ｐｈ５．０－６．５ ５０ｐｐｍ」及び「この製品の濃度は５０ｐｐｍ（Ｐ

ｈ５．０－６．５）です。」と表示することにより 

(ｳ) 令和２年８月２０日に、「楽天市場」と称するウェブサイトにアンジェラが開設

した「Ａｎｇｅｌａ．」と称するウェブサイト（別添写し３）において、「Ｐｈ５．

０－６．５ ５０ｐｐｍ」及び「この製品の濃度は５０ｐｐｍ（Ｐｈ５．０－６．

５）です。」と表示することにより

あたかも、本件商品における有効塩素濃度は、５０ｐｐｍであるかのように示す表

示をしていた。 
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イ 実際には、本件商品における有効塩素濃度は、５０ｐｐｍを大幅に下回るもので

あった。 

３ 法令の適用 

前記事実によれば、アイビューティは、自己の供給する本件商品の取引に関し、本件商

品の内容について、一般消費者に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すことに

より、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれ

があると認められる表示をしていたものであり、この表示は、景品表示法第５条第１号に

該当するものであって、かかる行為は、同条の規定に違反するものである。 

４ 法律に基づく教示 

⑴ 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第８２条第１項の規定に基づく教示

この処分について不服がある場合には、行政不服審査法第２条、第４条及び第１８条

第１項の規定に基づき、正当な理由があるときを除き、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して３か月以内に、書面により消費者庁長官に対し審査請求をする

ことができる。 

（注）行政不服審査法第１８条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、処

分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日

の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなる。 

⑵ 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定に基づく教示

訴訟により、この処分の取消しを求める場合には、行政事件訴訟法第１１条第１項及

び第１４条第１項の規定に基づき、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、国（代表者法務大臣）を被告として、この処分の取消しの訴えを提

起することができる。 

（注１） 行政事件訴訟法第１４条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると、この処分の取消しの訴え

を提起することができなくなる。 

（注２） 行政事件訴訟法第１４条第３項の規定により、正当な理由があるときを除き、

審査請求をして裁決があった場合には、この処分の取消しの訴えは、その裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができ

る。ただし、正当な理由があるときを除き、その裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６か月以内であっても、その裁決の日の翌日から起算して

１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 
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消表対第１７６６号 

令和２年１２月８日 

 

合同会社ＥＶＯＬＵＴＩＯＮ 

代表社員 上田 拓矢 殿 

 

消費者庁長官 伊藤 明子       

（公印省略）       

 

 

不当景品類及び不当表示防止法第７条第１項の規定に基づく措置命令 

 

貴社は、貴社が供給する「【日本製／マスクを保護する除菌コート】使い捨てマスクを繰

り返し使える・マスクの手前でウイルスをガード マスク 除菌 ウイルス対策 ＭＡＳ

ＫＧＵＡＲＤ」と称する商品（以下「本件商品」という。）の取引について、不当景品類及

び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号。以下「景品表示法」という。）第５条の規

定により禁止されている同条第１号に該当する不当な表示を行っていたので、同法第７条

第１項の規定に基づき、次のとおり命令する。 

 

１ 命令の内容 

⑴ 貴社は、貴社が一般消費者に販売する本件商品に係る表示に関して、次に掲げる事項

を速やかに一般消費者に周知徹底しなければならない。この周知徹底の方法について

は、あらかじめ、消費者庁長官の承認を受けなければならない。 

ア 貴社は、本件商品を一般消費者に販売するに当たり 

(ｱ) 令和２年７月８日及び同年８月２７日に、本件商品に同封した用紙において、

「【成分】２００ｐｐｍ次亜塩素酸水」と表示することにより 

(ｲ) 令和２年８月２６日に、「Ａｍａｚｏｎ.ｃｏ.ｊｐ」と称するウェブサイトにお

ける本件商品の販売ページにおいて、「成分：２００ｐｐｍ次亜塩素酸水」と表示

することにより 

あたかも、本件商品における有効塩素濃度は、２００ｐｐｍであるかのように示す表

示をしていたこと。 

イ 実際には、本件商品における有効塩素濃度は、２００ｐｐｍを大幅に下回るもので

あったこと。 

ウ 前記アの表示は、前記イのとおりであって、本件商品の内容について、一般消費者

に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すものであり、景品表示法に違反す

るものであること。 

⑵ 貴社は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

※別添写しについては、添付を省略しています。 

別添１－２ 



２ 

 

と同様の表示が行われることを防止するために必要な措置を講じなければならない。 

⑶ 貴社は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

と同様の表示を行うことにより、当該商品の内容について、一般消費者に対し、実際の

ものよりも著しく優良であると示す表示をしてはならない。 

⑷ 貴社は、前記⑴に基づいて行った周知徹底及び前記⑵に基づいてとった措置につい

て、速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 

 

２ 事実 

⑴ 合同会社ＥＶＯＬＵＴＩＯＮ（以下「ＥＶＯＬＵＴＩＯＮ」という。）は、大阪市東

淀川区下新庄三丁目５番４号３１５号に本店を置き、雑貨等の通信販売業等を営む事

業者である。 

⑵ ＥＶＯＬＵＴＩＯＮは、本件商品を通信販売の方法により一般消費者に販売してい

る。 

⑶ ＥＶＯＬＵＴＩＯＮは、本件商品に同封した用紙及び「Ａｍａｚｏｎ.ｃｏ.ｊｐ」と

称するウェブサイトにおける本件商品の販売ページの表示内容を自ら決定している。 

⑷ア ＥＶＯＬＵＴＩＯＮは、本件商品を一般消費者に販売するに当たり 

(ｱ) 令和２年７月８日及び同年８月２７日に、本件商品に同封した用紙（別添写し

１）において、「【成分】２００ｐｐｍ次亜塩素酸水」と表示することにより 

(ｲ) 令和２年８月２６日に、「Ａｍａｚｏｎ.ｃｏ.ｊｐ」と称するウェブサイトにお

ける本件商品の販売ページ（別添写し２）において、「成分：２００ｐｐｍ次亜塩

素酸水」と表示することにより 

あたかも、本件商品における有効塩素濃度は、２００ｐｐｍであるかのように示す表

示をしていた。 

イ 実際には、本件商品における有効塩素濃度は、２００ｐｐｍを大幅に下回るもので

あった。 

 

３ 法令の適用 

前記事実によれば、ＥＶＯＬＵＴＩＯＮは、自己の供給する本件商品の取引に関し、本

件商品の内容について、一般消費者に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すこ

とにより、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するお

それがあると認められる表示をしていたものであり、この表示は、景品表示法第５条第１

号に該当するものであって、かかる行為は、同条の規定に違反するものである。 

 

４ 法律に基づく教示 

⑴ 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第８２条第１項の規定に基づく教示 

この処分について不服がある場合には、行政不服審査法第２条、第４条及び第１８条
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第１項の規定に基づき、正当な理由があるときを除き、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して３か月以内に、書面により消費者庁長官に対し審査請求をする

ことができる。 

（注）行政不服審査法第１８条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、処

分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日

の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなる。 

⑵ 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定に基づく教示 

訴訟により、この処分の取消しを求める場合には、行政事件訴訟法第１１条第１項及

び第１４条第１項の規定に基づき、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、国（代表者法務大臣）を被告として、この処分の取消しの訴えを提

起することができる。 

（注１） 行政事件訴訟法第１４条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると、この処分の取消しの訴え

を提起することができなくなる。 

（注２） 行政事件訴訟法第１４条第３項の規定により、正当な理由があるときを除き、

審査請求をして裁決があった場合には、この処分の取消しの訴えは、その裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができ

る。ただし、正当な理由があるときを除き、その裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６か月以内であっても、その裁決の日の翌日から起算して

１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 
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消表対第１７６７号 

令和２年１２月８日 

Ｋｎｅｔｓ株式会社 

代表取締役 宮田 斉 殿 

消費者庁長官 伊藤 明子 

（公印省略） 

不当景品類及び不当表示防止法第７条第１項の規定に基づく措置命令 

貴社は、貴社が供給する「新型ウイルバスターＫ」と称する商品（以下「本件商品」とい

う。）の取引について、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号。以下

「景品表示法」という。）第５条の規定により禁止されている同条第１号に該当する不当な

表示を行っていたので、同法第７条第１項の規定に基づき、次のとおり命令する。 

１ 命令の内容 

⑴ 貴社は、貴社が一般消費者に販売する本件商品に係る表示に関して、次に掲げる事項

を速やかに一般消費者に周知徹底しなければならない。この周知徹底の方法について

は、あらかじめ、消費者庁長官の承認を受けなければならない。 

ア 貴社は、本件商品を一般消費者に販売するに当たり、令和２年７月８日及び同年９

月４日に、本件商品の容器に貼付したラベルにおいて、「２００ｐｐｍ」及び「品名：

安定型次亜塩素酸水 ２００ｐｐｍ」と表示することにより、あたかも、本件商品に

おける有効塩素濃度は、２００ｐｐｍであるかのように示す表示をしていたこと。 

イ 実際には、本件商品における有効塩素濃度は、２００ｐｐｍを大幅に下回るもので

あったこと。 

ウ 前記アの表示は、前記イのとおりであって、本件商品の内容について、一般消費者

に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すものであり、景品表示法に違反す

るものであること。 

⑵ 貴社は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

と同様の表示が行われることを防止するために必要な措置を講じ、これを貴社の従業

員に周知徹底しなければならない。 

⑶ 貴社は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

と同様の表示を行うことにより、当該商品の内容について、一般消費者に対し、実際の

ものよりも著しく優良であると示す表示をしてはならない。 

⑷ 貴社は、前記⑴に基づいて行った周知徹底及び前記⑵に基づいてとった措置につい

別添１－３ 

※別添写しについては、添付を省略しています。 
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て、速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 

 

２ 事実 

⑴ Ｋｎｅｔｓ株式会社（以下「Ｋｎｅｔｓ」という。）は、福岡県大野城市乙金三丁目

４番６号に本店を置き、雑貨の卸売業等を営む事業者である。 

⑵ Ｋｎｅｔｓは、本件商品を小売業者を通じて一般消費者に販売している。 

⑶ Ｋｎｅｔｓは、本件商品の容器に貼付したラベルの表示内容を自ら決定している。 

⑷ア Ｋｎｅｔｓは、本件商品を一般消費者に販売するに当たり、令和２年７月８日及び

同年９月４日に、本件商品の容器に貼付したラベル（別添写し）において、「２００

ｐｐｍ」及び「品名：安定型次亜塩素酸水 ２００ｐｐｍ」と表示することにより、

あたかも、本件商品における有効塩素濃度は、２００ｐｐｍであるかのように示す表

示をしていた。 

イ 実際には、本件商品における有効塩素濃度は、２００ｐｐｍを大幅に下回るもので

あった。 

 

３ 法令の適用 

前記事実によれば、Ｋｎｅｔｓは、自己の供給する本件商品の取引に関し、本件商品の

内容について、一般消費者に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すことによ

り、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれが

あると認められる表示をしていたものであり、この表示は、景品表示法第５条第１号に該

当するものであって、かかる行為は、同条の規定に違反するものである。 

 

４ 法律に基づく教示 

⑴ 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第８２条第１項の規定に基づく教示 

この処分について不服がある場合には、行政不服審査法第２条、第４条及び第１８条

第１項の規定に基づき、正当な理由があるときを除き、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して３か月以内に、書面により消費者庁長官に対し審査請求をする

ことができる。 

（注）行政不服審査法第１８条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、処

分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日

の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなる。 

⑵ 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定に基づく教示 

訴訟により、この処分の取消しを求める場合には、行政事件訴訟法第１１条第１項及

び第１４条第１項の規定に基づき、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、国（代表者法務大臣）を被告として、この処分の取消しの訴えを提

起することができる。 
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（注１） 行政事件訴訟法第１４条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると、この処分の取消しの訴え

を提起することができなくなる。 

（注２） 行政事件訴訟法第１４条第３項の規定により、正当な理由があるときを除き、

審査請求をして裁決があった場合には、この処分の取消しの訴えは、その裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができ

る。ただし、正当な理由があるときを除き、その裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６か月以内であっても、その裁決の日の翌日から起算して

１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 



１ 

 

消表対第１７６８号 

令和２年１２月８日 

 

株式会社伝聞堂 

代表取締役 國友 将司 殿 

 

消費者庁長官 伊藤 明子       

（公印省略）       

 

 

不当景品類及び不当表示防止法第７条第１項の規定に基づく措置命令 

 

貴社は、貴社が供給する「ＣＯＲＯＮＡＩＮ」と称する商品（以下「本件商品」という。）

の取引について、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号。以下「景品

表示法」という。）第５条の規定により禁止されている同条第１号に該当する不当な表示を

行っていたので、同法第７条第１項の規定に基づき、次のとおり命令する。 

 

１ 命令の内容 

⑴ 貴社は、貴社が一般消費者に販売する本件商品に係る表示に関して、次に掲げる事項

を速やかに一般消費者に周知徹底しなければならない。この周知徹底の方法について

は、あらかじめ、消費者庁長官の承認を受けなければならない。 

ア 貴社は、本件商品を一般消費者に販売するに当たり、令和２年８月２０日に、「Ｙ

ａｈｏｏ！ショッピング」と称するウェブサイトに開設した「伝聞堂」と称する自社

ウェブサイト（以下「本件ウェブサイト」という。）において、「次亜塩素酸水」、

「高濃度 ５００ｐｐｍ」及び「濃度：５００ｐｐｍ ｐｈ５～６．５（出荷時）」

と表示することにより、あたかも、本件商品における有効塩素濃度は、５００ｐｐｍ

であるかのように示す表示をしていたこと。 

イ 実際には、本件商品における有効塩素濃度は、５００ｐｐｍを大幅に下回るもので

あったこと。 

ウ 前記アの表示は、前記イのとおりであって、本件商品の内容について、一般消費者

に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すものであり、景品表示法に違反す

るものであること。 

⑵ 貴社は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

と同様の表示が行われることを防止するために必要な措置を講じなければならない。 

⑶ 貴社は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

と同様の表示を行うことにより、当該商品の内容について、一般消費者に対し、実際の

ものよりも著しく優良であると示す表示をしてはならない。 

※別添写しについては、添付を省略しています。 

別添１－４ 
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⑷ 貴社は、前記⑴に基づいて行った周知徹底及び前記⑵に基づいてとった措置につい

て、速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 

 

２ 事実 

⑴ 株式会社伝聞堂（以下「伝聞堂」という。）は、堺市中区深阪四丁２３番４３号に本

店を置き、通信販売業等を営む事業者である。 

⑵ 伝聞堂は、本件商品を通信販売の方法により一般消費者に販売している。 

⑶ 伝聞堂は、本件ウェブサイトの表示内容を自ら決定している。 

⑷ア 伝聞堂は、本件商品を一般消費者に販売するに当たり、令和２年８月２０日に、本

件ウェブサイト（別添写し）において、「次亜塩素酸水」、「高濃度 ５００ｐｐｍ」

及び「濃度：５００ｐｐｍ ｐｈ５～６．５（出荷時）」と表示することにより、あ

たかも、本件商品における有効塩素濃度は、５００ｐｐｍであるかのように示す表示

をしていた。 

イ 実際には、本件商品における有効塩素濃度は、５００ｐｐｍを大幅に下回るもので

あった。 

 

３ 法令の適用 

前記事実によれば、伝聞堂は、自己の供給する本件商品の取引に関し、本件商品の内容

について、一般消費者に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すことにより、不

当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがある

と認められる表示をしていたものであり、この表示は、景品表示法第５条第１号に該当す

るものであって、かかる行為は、同条の規定に違反するものである。 

 

４ 法律に基づく教示 

⑴ 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第８２条第１項の規定に基づく教示 

この処分について不服がある場合には、行政不服審査法第２条、第４条及び第１８条

第１項の規定に基づき、正当な理由があるときを除き、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して３か月以内に、書面により消費者庁長官に対し審査請求をする

ことができる。 

（注）行政不服審査法第１８条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、処

分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日

の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなる。 

⑵ 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定に基づく教示 

訴訟により、この処分の取消しを求める場合には、行政事件訴訟法第１１条第１項及

び第１４条第１項の規定に基づき、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、国（代表者法務大臣）を被告として、この処分の取消しの訴えを提
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起することができる。 

（注１） 行政事件訴訟法第１４条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると、この処分の取消しの訴え

を提起することができなくなる。 

（注２） 行政事件訴訟法第１４条第３項の規定により、正当な理由があるときを除き、

審査請求をして裁決があった場合には、この処分の取消しの訴えは、その裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができ

る。ただし、正当な理由があるときを除き、その裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６か月以内であっても、その裁決の日の翌日から起算して

１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 



１ 

 

消表対第１７６９号 

令和２年１２月８日 

 

ハームレス・スタイル こと 

川邊 治 殿 

 

消費者庁長官 伊藤 明子       

（公印省略）       

 

 

不当景品類及び不当表示防止法第７条第１項の規定に基づく措置命令 

 

貴殿は、貴殿が供給する「ＨＡＲＭＬＥＳＳ ａＭＩＳＴ」と称する商品（以下「本件商

品」という。）の取引について、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４

号。以下「景品表示法」という。）第５条の規定により禁止されている同条第１号に該当す

る不当な表示を行っていたので、同法第７条第１項の規定に基づき、次のとおり命令する。 

 

１ 命令の内容 

⑴ 貴殿は、貴殿が一般消費者に販売する本件商品に係る表示に関して、次に掲げる事項

を速やかに一般消費者に周知徹底しなければならない。この周知徹底の方法について

は、あらかじめ、消費者庁長官の承認を受けなければならない。 

ア 貴殿は、本件商品を一般消費者に販売するに当たり 

(ｱ) 令和２年７月１０日に、本件商品の容器に貼付したラベルにおいて、「ＨＯＣＬ

 ４０－５０ｐｐｍ」及び「【ＨＯＣＬ濃度】４０～５０ｐｐｍ」と表示すること

により 

(ｲ) 令和２年８月１８日に、「Ｙａｈｏｏ！ショッピング」と称するウェブサイトに

開設した「Ｈａｒｍｌｅｓｓ Ｓｔｙｌｅ」と称する自らのウェブサイト（以下「本

件ウェブサイト」という。）において、「【ＨＯＣＬ濃度】４０～５０ｐｐｍ」と

表示することにより 

あたかも、本件商品における有効塩素濃度は、４０ｐｐｍから５０ｐｐｍであるかの

ように示す表示をしていたこと。 

イ 実際には、本件商品における有効塩素濃度は、４０ｐｐｍを大幅に下回るもので

あったこと。 

ウ 前記アの表示は、前記イのとおりであって、本件商品の内容について、一般消費者

に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すものであり、景品表示法に違反す

るものであること。 

⑵ 貴殿は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

※別添写しについては、添付を省略しています。 

別添１－５ 
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と同様の表示が行われることを防止するために必要な措置を講じなければならない。 

⑶ 貴殿は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

と同様の表示を行うことにより、当該商品の内容について、一般消費者に対し、実際の

ものよりも著しく優良であると示す表示をしてはならない。 

⑷ 貴殿は、前記⑴に基づいて行った周知徹底及び前記⑵に基づいてとった措置につい

て、速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 

 

２ 事実 

⑴ ハームレス・スタイルこと川邊治（以下「ハームレス・スタイル」という。）は、東

京都目黒区鷹番三丁目１５番２３に事務所を置き、雑貨の通信販売業等を営む事業者

である。 

⑵ ハームレス・スタイルは、本件商品を通信販売の方法により一般消費者に販売してい

る。 

⑶ ハームレス・スタイルは、本件商品の容器に貼付したラベル及び本件ウェブサイトの

表示内容を自ら決定している。 

⑷ア ハームレス・スタイルは、本件商品を一般消費者に販売するに当たり 

(ｱ) 令和２年７月１０日に、本件商品の容器に貼付したラベル（別添写し１）におい

て、「ＨＯＣＬ ４０－５０ｐｐｍ」及び「【ＨＯＣＬ濃度】４０～５０ｐｐｍ」

と表示することにより 

(ｲ) 令和２年８月１８日に、本件ウェブサイト（別添写し２）において「【ＨＯＣＬ

濃度】４０～５０ｐｐｍ」と表示することにより 

あたかも、本件商品における有効塩素濃度は、４０ｐｐｍから５０ｐｐｍであるかの

ように示す表示をしていた。 

イ 実際には、本件商品における有効塩素濃度は、４０ｐｐｍを大幅に下回るもので

あった。 

 

３ 法令の適用 

前記事実によれば、ハームレス・スタイルは、自己の供給する本件商品の取引に関し、

本件商品の内容について、一般消費者に対し、実際のものよりも著しく優良であると示す

ことにより、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害する

おそれがあると認められる表示をしていたものであり、この表示は、景品表示法第５条第

１号に該当するものであって、かかる行為は、同条の規定に違反するものである。 

 

４ 法律に基づく教示 

⑴ 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第８２条第１項の規定に基づく教示 

この処分について不服がある場合には、行政不服審査法第２条、第４条及び第１８条
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第１項の規定に基づき、正当な理由があるときを除き、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して３か月以内に、書面により消費者庁長官に対し審査請求をする

ことができる。 

（注）行政不服審査法第１８条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、処

分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日

の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなる。 

⑵ 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定に基づく教示 

訴訟により、この処分の取消しを求める場合には、行政事件訴訟法第１１条第１項及

び第１４条第１項の規定に基づき、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、国（代表者法務大臣）を被告として、この処分の取消しの訴えを提

起することができる。 

（注１） 行政事件訴訟法第１４条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると、この処分の取消しの訴え

を提起することができなくなる。 

（注２） 行政事件訴訟法第１４条第３項の規定により、正当な理由があるときを除き、

審査請求をして裁決があった場合には、この処分の取消しの訴えは、その裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができ

る。ただし、正当な理由があるときを除き、その裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６か月以内であっても、その裁決の日の翌日から起算して

１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 



１ 

 

消表対第１７７０号 

令和２年１２月８日 

 

株式会社マインズワークス 

代表取締役 西村 幸尚 殿 

 

消費者庁長官 伊藤 明子       

（公印省略）       

 

 

不当景品類及び不当表示防止法第７条第１項の規定に基づく措置命令 

 

貴社は、貴社が供給する「［Ａｍａｚｏｎ限定ブランド］Ｃｌｅａｎｚｉａ クリンジア

 次亜塩素酸水 スプレー ３００ｍｌ」と称する商品（以下「本件商品」という。）の取

引について、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号。以下「景品表示

法」という。）第５条の規定により禁止されている同条第１号に該当する不当な表示を行っ

ていたので、同法第７条第１項の規定に基づき、次のとおり命令する。 

 

１ 命令の内容 

⑴ 貴社は、貴社が一般消費者に販売する本件商品に係る表示に関して、次に掲げる事項

を速やかに一般消費者に周知徹底しなければならない。この周知徹底の方法について

は、あらかじめ、消費者庁長官の承認を受けなければならない。 

ア 貴社は、本件商品を一般消費者に販売するに当たり、令和２年８月１８日に、「Ａ

ｍａｚｏｎ.ｃｏ.ｊｐ」と称するウェブサイトにおける本件商品の販売ページ（以

下「本件ウェブページ」という。）において、「１００ｐｐｍ」と表示することによ

り、あたかも、本件商品における有効塩素濃度は、１００ｐｐｍであるかのように示

す表示をしていたこと。 

イ 実際には、本件商品における有効塩素濃度は、１００ｐｐｍを大幅に下回るもので

あったこと。 

ウ 前記アの表示は、前記イのとおりであって、本件商品の内容について、一般消費者

に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すものであり、景品表示法に違反す

るものであること。 

⑵ 貴社は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

と同様の表示が行われることを防止するために必要な措置を講じ、これを貴社の役員

及び従業員に周知徹底しなければならない。 

⑶ 貴社は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

と同様の表示を行うことにより、当該商品の内容について、一般消費者に対し、実際の

※別添写しについては、添付を省略しています。 
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ものよりも著しく優良であると示す表示をしてはならない。 

⑷ 貴社は、前記⑴に基づいて行った周知徹底及び前記⑵に基づいてとった措置につい

て、速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 

 

２ 事実 

⑴ 株式会社マインズワークス（以下「マインズワークス」という。）は、大阪市中央区

南新町一丁目１番１号に本店を置き、次亜塩素酸水等の販売業等を営む事業者である。 

⑵ マインズワークスは、本件商品を取引先事業者を通じて通信販売の方法により一般

消費者に販売している。 

⑶ マインズワークスは、本件ウェブページの表示内容を自ら決定している。 

⑷ア マインズワークスは、本件商品を一般消費者に販売するに当たり、令和２年８月１

８日に、本件ウェブページ（別添写し）において、「１００ｐｐｍ」と表示すること

により、あたかも、本件商品における有効塩素濃度は、１００ｐｐｍであるかのよう

に示す表示をしていた。 

イ 実際には、本件商品における有効塩素濃度は、１００ｐｐｍを大幅に下回るもので

あった。 

 

３ 法令の適用 

前記事実によれば、マインズワークスは、自己の供給する本件商品の取引に関し、本件

商品の内容について、一般消費者に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すこと

により、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそ

れがあると認められる表示をしていたものであり、この表示は、景品表示法第５条第１号

に該当するものであって、かかる行為は、同条の規定に違反するものである。 

 

４ 法律に基づく教示 

⑴ 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第８２条第１項の規定に基づく教示 

この処分について不服がある場合には、行政不服審査法第２条、第４条及び第１８条

第１項の規定に基づき、正当な理由があるときを除き、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して３か月以内に、書面により消費者庁長官に対し審査請求をする

ことができる。 

（注）行政不服審査法第１８条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、処

分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日

の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなる。 

⑵ 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定に基づく教示 

訴訟により、この処分の取消しを求める場合には、行政事件訴訟法第１１条第１項及

び第１４条第１項の規定に基づき、この処分があったことを知った日の翌日から起算
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して６か月以内に、国（代表者法務大臣）を被告として、この処分の取消しの訴えを提

起することができる。 

（注１） 行政事件訴訟法第１４条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると、この処分の取消しの訴え

を提起することができなくなる。 

（注２） 行政事件訴訟法第１４条第３項の規定により、正当な理由があるときを除き、

審査請求をして裁決があった場合には、この処分の取消しの訴えは、その裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができ

る。ただし、正当な理由があるときを除き、その裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６か月以内であっても、その裁決の日の翌日から起算して

１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 
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消表対第１７７１号 

令和２年１２月８日 

 

株式会社マグファイン 

代表取締役 藤村 基嗣 殿 

 

消費者庁長官 伊藤 明子 

（公印省略）       

 

不当景品類及び不当表示防止法第７条第１項の規定に基づく措置命令 

貴社は、貴社が供給する「アルコール６５スプレー １００ｍｌ」と称する商品（以下「本

件商品」という。）の取引について、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１

３４号。以下「景品表示法」という。）第５条の規定により禁止されている同条第１号に該

当する不当な表示を行っていたので、同法第７条第１項の規定に基づき、次のとおり命令す

る。 

 

１ 命令の内容 

(1) 貴社は、貴社が一般消費者に販売する本件商品に係る表示に関して、次に掲げる事項

を速やかに一般消費者に周知徹底しなければならない。この周知徹底の方法について

は、あらかじめ、消費者庁長官の承認を受けなければならない。 

ア 貴社は、本件商品を一般消費者に販売するに当たり 

(ｱ) 令和２年５月３０日に、本件商品の容器に貼付したラベルにおいて、「アルコー

ル濃度６５度」と表示することにより 

(ｲ) 令和２年５月２１日に、「Ａｍａｚｏｎ．ｃｏ．ｊｐ」と称するウェブサイトに

おける本件商品の販売ページ（以下「本件ウェブページ」という。）において、「ア

ルコール濃度６５度」と表示することにより 

あたかも、本件商品におけるアルコールの濃度は、６５パーセントであるかのよう

に示す表示をしていたこと。 

イ 実際には、本件商品におけるアルコールの濃度は、６５パーセントを下回るも

のであったこと。 

ウ 前記アの表示は、前記イのとおりであって、本件商品の内容について、一般消費者

に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すものであり、景品表示法に違反す

るものであること。 

(2) 貴社は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記(1)ア及びイの表

示と同様の表示が行われることを防止するために必要な措置を講じ、これを貴社の役

員及び従業員に周知徹底しなければならない。 

(3) 貴社は、今後、本件商品又はこれと同種の商品の取引に関し、前記(1)ア及びイの表

※別添写しについては、添付を省略しています。 
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示と同様の表示を行うことにより、当該商品の内容について、一般消費者に対し、実際

のものよりも著しく優良であると示す表示をしてはならない。 

(4) 貴社は、前記(1)に基づいて行った周知徹底及び前記(2)に基づいてとった措置につ

いて、速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 

 

２ 事実 

(1) 株式会社マグファイン（以下「マグファイン」という。）は、仙台市太白区茂庭字人

来田西１１１番地の１０に本店を置き、日用品等の製造販売業等を営む事業者である。 

(2) マグファインは、本件商品を自ら又は小売業者を通じて一般消費者に販売している。 

(3) マグファインは、本件商品の容器に貼付したラベル及び本件ウェブページの表示内

容を自ら決定している。 

(4)ア マグファインは、本件商品を一般消費者に販売するに当たり 

(ｱ) 令和２年５月３０日に、本件商品の容器に貼付したラベル（別添写し１）におい

て、「アルコール濃度６５度」と表示することにより 

(ｲ) 令和２年５月２１日に、本件ウェブページ（別添写し２）において、「アルコー

ル濃度６５度」と表示することにより 

あたかも、本件商品におけるアルコールの濃度は、６５パーセントであるかのよう

に示す表示をしていた。 

イ 実際には、本件商品におけるアルコールの濃度は、６５パーセントを下回るも

のであった。 

 

３ 法令の適用 

前記事実によれば、マグファインは、自己の供給する本件商品の取引に関し、本件商品

の内容について、一般消費者に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すことによ

り、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれが

あると認められる表示をしていたものであり、この表示は、景品表示法第５条第１号に該

当するものであって、かかる行為は、同条の規定に違反するものである。 

 

４ 法律に基づく教示 

(1) 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第８２条第１項の規定に基づく教示 

この処分について不服がある場合には、行政不服審査法第２条、第４条及び第１８条

第１項の規定に基づき、正当な理由があるときを除き、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して３か月以内に、書面により消費者庁長官に対し審査請求をする

ことができる。 

（注） 行政不服審査法第１８条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、

処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の

日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくな

る。 
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(2) 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定に基づく教示 

訴訟により、この処分の取消しを求める場合には、行政事件訴訟法第１１条第１項及

び第１４条第１項の規定に基づき、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、国（代表者法務大臣）を被告として、この処分の取消しの訴えを提

起することができる。 

（注１） 行政事件訴訟法第１４条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると、この処分の取消しの訴え

を提起することができなくなる。 

（注２） 行政事件訴訟法第１４条第３項の規定により、正当な理由があるときを除き、

審査請求をして裁決があった場合には、この処分の取消しの訴えは、その裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができ

る。ただし、正当な理由があるときを除き、その裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６か月以内であっても、その裁決の日の翌日から起算して

１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 




